


























































































































































































































































































































































32 青木人志 (2002) 前掲11）203-204頁によれば、ボアソナードは動物の ｢殺害 ｣のみならず ｢
重大な傷害 ｣も加罰対象にすべきであり、｢もし犯行が公然となされたならば、その場合
は（中略）、意図せずそれを見るはめに陥った人たちに苦痛を与えるような粗暴行為を処
罰する余地がある ｣と主張したようであるが、その意図はまだ取込まれていなかった。
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の重禁錮に処し二円以上二十円以下の罰金が附加される規定になっていたとの
指摘がある。しかしながらこれに対し、三上正隆33は、「同罪は財産罪の一種
として規定されていたにすぎない」と評している。筆者もこれらの条文は、第
３編身体財産に対する重罪軽罪のうちの第２章財産に対する罪において規定さ
れているため、三上の意見を支持したいと考える。
よって愛管法における動物の「いのち」に対する罰則を歴史的に見るとすれ
ば、1908年（明治41年）という現行刑法成立直後にできた警察犯処罰令34をひも
とくことになる。同令には、「公衆の目に触れるべき場所に於て牛馬其の他の
動物を虐待したる者（３条14項）」が科料に処されていた。これには風俗犯的
側面が込められており、殺傷のみでなく虐待も加罰対象となった。それをひき
ついだ1948年(昭和23年)軽犯罪法では、「牛馬その他の動物を殴打し、酷使し、
必要な飲食物を与えないなどの仕方で虐待した者」を拘留または科料に処す
（１条21号）という表現に変わった。すなわち、虐待の例示も加えられ、警察
犯処罰令では要求されていた公然性の要件が必要とされなくなっており35、よ
り動物虐待防止及び保護の法制になってきている36。
さらに1973年（昭和48年）には、動物の保護及び管理に関する法律37（以下、
｢動管法｣という。）の制定とともに、軽犯罪法上の規定は削除された。新しい
規定は、「保護動物を虐待し、又は遺棄した者は、三万円以下の罰金又は科料
に処する（13条１項）」であった。対象動物である「保護動物」とは、「牛、馬、
豚、めん羊、やぎ、犬、ねこ、いえうさぎ、鶏、いえばと及びあひる（13条２
33 三上正隆（2008）「動物の愛護及び管理に関する法律44条２項にいう「虐待」の定義」國
士館法學第41号，71-49頁の注３を参照のこと。
34　現行刑法のもと、旧刑法が想定していた違警罪を内務省令第16号（1908年（明治41年））
を以て、警察犯処罰令として別個に「30日未満の拘留または二十円未満の科料」に処せ
られる軽微な罪を規定した。同処罰令は、1948（昭和23）年５月軽犯罪法の施行に伴い廃
止された。
35 青木人志 (2002)　前掲11）205頁。
36 なお、警察犯処罰令３条12項には、「濫に犬その他の獣類を嗾し又は驚逸せしめたる者」
が科料に処されること、軽犯罪法１条30項には「人畜に対して犬その他の動物をけしかけ、
又は馬若しくは牛を驚かせて逃げ走らせた者」に対して拘留または科料を課す規定があ
る。しかし、これらは動物虐待及び保護の観点ではなく、あくまでも人等に危害を加え
るおそれのある動物を使って、人に被害を与えることを処罰する趣旨である。
37 1973年（昭和48年）10月１日法律第105号。
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項１号）38」、並びに「人が占有している動物で哺乳類又は鳥類に属するもの(同
条同項２号)」のことである。動管法は、待ち望まれた動物の虐待防止及び保
護に関する個別法であり39、原田國男によれば対象動物の範囲が明確にされ、
｢遺棄｣も処罰範囲に加え、法定刑も引き上げたという前進面が指摘されてい
る40。以上のように動管法は、外圧の影響を追い風としながら、時代の要請に
こたえるべく、刑法典から離れ個別法化し、その対象動物範囲も財産権の対象
たる家畜のみではなく、代えの効かない家族に準じる存在としてのペットへの
範囲を広げてきているといえる。
３．２．愛管法制定から更なる改正へ
　動管法は、1999年(平成11年)に愛管法に改正された。そこでは、法定刑の
飛躍的引き上げと愛護動物の拡大が規定されている。具体的には、動物殺傷罪
は「１年以下の懲役又は百万円以下の罰金」(27条１項)、動物虐待罪は「三十万
円以下の罰金」(同条２項)、動物遺棄罪は「三十万円以下の罰金」（同条３項）
がそれぞれ法定されておりその対象は、「牛、馬、豚、めん羊、やぎ、犬、ねこ、
いえうさぎ、鶏、いえばと及びあひる（同条４項１号）」、並びに「人が占有し
38 13条２項１号の動物は、人が飼っているか否か、野生か否かを問わない。片山春雄（1975）
「動物保護法解説（下）―罰則を中心として―」警察公論30（２）、72頁には、ノイヌ、野
犬（ヤケン）、野良犬も区別せずに同条同項同号の対象とするという見解を、当時の環境
庁がとっていたことが記されている。したがって、狩猟鳥獣であったノイヌを捕獲する
行為も、愛管法における虐待の構成要件に一応該当することになる。
39 林修三 (1974)「動物の保護及び管理に関する法律について」ジュリスト558号，104頁によ
れば、英国などでわが国における犬、ねこ等の愛がん用動物虐待の風習を批判するキャン
ペーンが行われ、あたかも文明国、文化国ではないような批判まで受けるということが
生じたため、動管法の制定は待ち望まれたと記されている。同様の記述は吉田眞澄（2000）
前掲12）20-21頁にもある。吉田は、当時日本が捕鯨問題で動物虐待のバッシングを受けて
おり、さらにイギリスの動物愛護団体から非常に強いバッシングを受けたことから、日
本国民がこぞって動物愛護精神が強いということをアピールするために、動管法をとく
に議員立法の形で作ることになったと説明している。
40 原田國男（1984）「動物の保護及び管理に関する法律」［伊藤栄樹・小野慶二・荘子邦雄
編（1984）『注釈　特別刑法　第５巻　経済法編Ⅱ』立花書房 , 所収］526頁によれば、1951
年（昭和26年）に動物虐待防止法案が存在したものの、動物の種類を限定していないこ
とや虐待罪に罰金のほかに懲役（３月以下）を定めるなどの点で、動管法よりも一層、
動物愛護の立場を強調するものであったため、当時の社会情勢の下では立法化されなかっ
たことが紹介されている。
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ている動物で哺乳類、鳥類又は爬虫類に属するもの（同条４項２号）」である。
この方向性を引き継いだまま、愛管法は2005年（平成17年）と2012年（平
成24年）にさらに厳罰化された。2005年（平成17年）改正の内容は、動物殺傷
罪は据え置かれたが（44条１項）、動物虐待罪は「五十万円以下の罰金」（同条
２項）、動物遺棄罪五十万円以下の罰金」（同条３項）となった。続く2012年（平
成24年）改正の内容は、動物殺傷罪は「２年以下の懲役又は二百万円以下の罰
金」（第44条第１項）、動物虐待罪には「みだりに、給餌若しくは給水をやめ、
酷使し、又はその健康及び安全を保持することが困難な場所に拘束することに
より衰弱させること、自己の飼養し、又は保管する愛護動物であつて疾病にか
かり、又は負傷したものの適切な保護を行わないこと、排せつ物の堆積した施
設又は他の愛護動物の死体が放置された施設であつて自己の管理するものにお
いて飼養し、又は保管することその他の虐待を行つた者」とのネグレクトを含
む具体的事例も加わり「百万円以下の罰金」（同条２項）、動物遺棄罪も「百万
円以下の罰金」（同条３項）がそれぞれ法定された。
他方、事業者への規制(飼養者の管理責任)も制定あるいは強化されてきて
いる。まず2005年（平成17年）改正時に、登録制へ移行し、特定動物の飼養
等規制の全国一律化等に伴い設けられた措置に関し、必要に応じて罰則が設け
られた。例として、無許可で特定動物の飼養等をした者は「６月以下の懲役又
は五十万円以下の罰金」に処され（45条１項）、無登録で第１種動物取扱業を
営んだ者は「三十万円以下の罰金」に処される（46条１項）。2012年（平成24
年）改正時にもこの規定は強化され、法人課徴処罰規定は厳罰化された。例と
して、無許可で特定動物の飼養等をした者は「６月以下の懲役又は百万円以下
の罰金」に（45条１項）、無登録で第１種動物取扱業を営んだ者は「五十万円
以下の罰金」にと、いずれも引き上げられた（46条１項）。
さらに、2012年（平成24年）改正では、罰則ではないが、取扱業者に対象動
物の適正な取扱いを強いる要件として、関連法との整合性も図られてきた。密
猟・密輸等に係る動物の問題があることに鑑み、取扱業者により一層法令順守
の姿勢を位置付けるためにも、従来の人的欠格要件（12条１項１～４号）に加
え、関連法違反を登録の拒否要件と規定した（同条同項第５、６号）。具体的
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には、化製場等に関する法律、狂犬病予防法、絶滅種の保存法、鳥獣保護法、
特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律の規定違反により
罰金刑以上を受けた場合であり、登録の拒否や取消の対象となる期間は、刑の
執行を終えたときから２年を経過しないときである。
　以上のように、当初の罰則規定においては財産としてのみ位置づけられてい
た動物であるが、次第に動物の虐待防止と保護に向けて厳罰化されてきた経緯
がうかがえる。さらに現在では、動物問題にかかわる事業者対策も強化されて
きており、1999年（平成11年）の愛管法への改正以降、飛躍的な罰則強化が
はかられ、それは野生動物保全違反への罰則を追い越して厳罰化されたといえ
る。
３．３．罰則から見る愛護動物の位置づけ
前述のように、動物殺傷罪は「２年以下の懲役又は二百万円以下の罰金」（44
条１項）、動物虐待罪は「百万円以下の罰金」（同条第２項）、動物遺棄罪も「百万
円以下の罰金」（同条３項）が法定された。なお、人間に飼養されている動物
は財物に該当し、財産犯たる窃盗罪（刑法235条；「10年以下の懲役又は五十万
円以下の罰金」）又は器物損壊罪（刑法261条；「３年以下の懲役又は三十万円
以下の罰金若しくは科料」）の対象となる。保護すべき法益の相違等から、愛
護動物を窃盗して虐待等した場合は、窃盗罪と愛管法44条２項との併合罪に、
また、他人の占有する愛護動物を殺傷した場合には、器損損壊罪と愛管法44条
１項との観念的競合となる41。これは、愛管法が、財産法とは異なる保護法益
を有する法であるが故であり、前章の野生動物殺傷等の刑罰と比較すると、こ
こからも愛護動物の価値づけの高さがうかがえる。
しかしながら、飼養者等が経済的理由により飼養が困難となった場合、また
は飼養する意思を喪失した場合に、それまで飼っていた動物を殺害することが
許されるかという問題については、検討の余地があろう。そもそもこの規定に
は何らの除外規定も設けていないため、愛護動物に該当するものである以上、
41 動物愛護論研究会編著（2006）前掲14）166頁。
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法規上は許されないとうけとめられるのかと思われるところ、「みだりに」と
いう文言の解釈により、畜産の対象動物、実験動物、その他一定の用途との関
係等から、虐待とされることは少ないとの指摘があった42。この点に対しては、
青木43はその規定のあいまいさを指摘し、「そもそも「みだりな殺傷」の中に
動物闘争44が入るのか入らないのかを確認することから議論を始めるべきであ
る」と、述べている。確かに、同法44条は、青木の指摘のごとく刑罰法規に必
要十分な明確性を備えた条文とはいえず、違憲のおそれもあるといえよう。さ
らには、「みだりに」の解釈もしくは類義語として「不必要に」という言葉が往々
にして用いられるところ45、筆者は、日本法においては未だ十分には勘案され
ていない「「愛護」しないことへの罪」、「「福祉」を保障する義務に違反する罪」
を区分して46その罪刑をそれらが「不必要に」なされたのかどうかをさらに検
討する試みも求められていると考えている。
このように、「いのち」に対して最期まで責任をとろうとしている飼養者等
に、敢えてサンクションを伴う罰則を科すことができるかという点では難しい
問題が残る。他方、動管法の時代から片山晴雄47による「動物の愛護という精
神とは別の考え方が混じっている」という指摘もある。それは、野良犬、野良
ねこがこれ以上増えては困るといった実務上の要請、すなわち「人間の都合」
を優先する傾向が条文上読みとれるというものであり、筆者も首肯するところ
である。とすれば多くの場合には、自身の所有物ではない愛護動物を奪って殺
傷もしくは虐待、遺棄した場合が処罰の対象となり得るのであるから、他者所
有の財物の財産犯よりも、観念的競合や併合罪としてではあるが、動物愛護の
42 吉田眞澄（2000）前掲12）238-239頁。
43 青木人志（2011）「わが国における動物虐待関連犯罪の現状と課題」［浅田和茂・石塚伸
一・葛野尋之・後藤昭・福島至（2011）『村井敏邦先生古希記念論文集　人権の刑事法学』］
日本評論社，158-163頁。
44 動物同士を闘わせたり、動物と人が格闘したり、動物をいじめたりすること、またそういっ
た機会にさまざまな態様で関与することと定義されており、例として闘犬や闘鶏が想定
される。
45 三上正隆（2008）前掲33）66頁および青木人志（2011）前掲43）161頁。
46 青木人志（2011）前掲43）は、その162-163頁に，イギリス2006年動物福祉法は、動物の
福祉を保障する義務に違反するという犯罪類型があることを指摘している。
47 片山晴雄（1974）「動物保護法解説（上）―罰則を中心として―」警察公論29（12），60-61頁。
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観点を加味してより妥当な結論が導き出せるように設計されているともいえ
る。
　さらに、愛管法は、「社会に対する動物愛護という良俗の維持」を保護法益
としているが、その「社会」の部分、すなわち当該愛護動物とその飼養者等を
取り巻く環境には、自然環境、生活環境、社会環境というものがあり、とりわ
け動物が適切な飼養をされずに遺棄された場合等に自然環境に与える影響の大
きさが指摘されている。これは、野生生物に関する法規の目的規定に記されて
きた「生物多様性の確保」や、「生態系・景観への配慮」というものである。
つまり、遺棄された場合に遺棄の仕方次第では、当該愛護動物が外来種等とし
て生態系の破壊者になり48、いずれは防除対象になるかもしれないということ
を鑑みれば、あるべき「社会」の姿という視点もより厚く加えていく必要があ
るといえよう。
４．罰則規定から見る野生生物の法的価値
　以上から勘案される野生動物の法的位置づけに関する考察を、以下に６点述
べる。
１点目は、野生生物は、「生物多様性の確保」の重要な構成要素という認識
がもたれたことである。よって、特に絶滅種の保存法においては、絶滅種とし
て科学的知見の集積した種がその保護対象とされており、また鳥獣保護法で
は、狩猟資源（狩猟鳥獣）ではない野生動物をも保護すべく、罰則が運用され
ているのである。特に、危機に瀕している野生動物を守るために重い刑罰が用
いられているということがいえる。ここで、同じ野生生物でありながらも希少
種に対する捕殺の方が、狩猟鳥獣ではない野生鳥獣に対する狩猟行為よりも厳
しく罰せられることの意義は、その個別の動物種への福祉という観点よりも、
健全な生態系ないし生物多様性の確保への当該希少種の位置づけの大きさを勘
案してのことであろうと考える。
48 同種の生物を放逐する場合であっても、捕獲した地域に放逐するのでなければ遺伝子レ
ベルでの外来種であるため、生態系にはインパクトを与え得るといえる。
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２点目には、１点目で認められた個々の野生生物は「生物多様性の確保」の
ための重要な構成要素であるということを具現化するために、鳥獣保護法９条
の特定計画や被害防止計画に基づく野生動物の科学的かつ計画的管理が推進さ
れ法定されてきていることに着目したい。さらに、それらを実施するにあたっ
ての有害鳥獣駆除等の鳥獣の捕獲許可の地方分権等も併せて進められている。
また、これらの捕獲許可に係る違反に対して、全てが直罰制というわけではな
く、それに至る過程には各種命令の発出等の規制権限行使の規定が整備されて
いる。よって、違法性が継続した状態のままで落ち着くことを踏みとどまらせ、
生態系へのダメージを実際に回避できる機会が与えられてもいるともいえ、科
学的かつ効率的に49、野生生物の「本来の社会的効用」発揮50を「地域の実情
に即した」形で追究した法制度が構築されてきていることが確認される。
３点目は、愛管法は、「社会に対する動物愛護という良俗の維持」を保護法
益としており、あくまでも財産権とは異なる法益を志向しているという性格を
もつ。ではその法後法益の中身は実際には何かということをたどると、社会的
法益とともに個人的法益、すなわち特殊個別的な保護法益であるところの、飼
養者等の「毛の生えた温かい生きもの」＝「私のストレスを軽減してくれる資
源としての動物」に対する感情の産物であるともいえそうである。そのため、
愛管法の罰則は、愛護動物その物の価値の高さを示しているとも言える。とい
うのも動物愛護は、1997年（平成９年）におきた神戸連続児童殺傷事件、いわ
ゆる酒鬼薔薇事件の犯人である少年が動物虐待行為を行っていたことが話題と
なった折にも、また動物虐待が問題となり、「矢ガモ」等も大きく取り上げら
れたときにも、それは野生のカモに対してではなく、飼養者等がいる犬猫や小
学校で飼っているウサギ等への動物愛護を対象とする形で、愛管法の中に結実
49 生物多様性保全に関する野生鳥獣の地域における科学的計画的保全の役割等については、
拙稿（2013）前掲６）を参照のこと。
50 筆者は、ここで「本来の社会的効用」と表現しているが、これは、東京地判平成２年９
月28日（判例時報1372号75頁）における、規制事例からみる財産権の内在的制約が妥当
する用い方を想定している。すなわち、規制的手法を用いてもなお違法とはならない程
度の内在的制約をうける野生動物のあり方というものをイメージしている。ただし、こ
こで安易に人間社会との関係における自然の（野生動物の）内在的制約という言葉を用
いるべきではないとの自覚もある。
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したからである。すなわち、同じ動物虐待であっても、飼養者等が存在する動
物への虐待は社会的なインパクトは大きいが、ひとまず現段階では、野生動物
への虐待の社会的インパクトはさほどではないと捉えられたのであろう。その
結果は、愛管法には明確なインパクトがあり、鳥獣保護法にはそれがなかった
ことでも確認でき、実体としては、愛護動物の虐待及び遺棄等は、野生動物に
対するそれよりも厳罰化されている。というのも愛管法では、「社会に対する
動物愛護という良俗の維持」を保護法益としているため、既に人間社会の中に
存在する愛護動物は厚く保護されやすいといえること、さらには、動物愛護団
体の運動による後押し、および諸外国からの外圧、特に欧米の犬猫偏重の気風
が確かに確認できるからである51。要するに、愛護動物も野生動物も自らその
権利を主張することはなく、その取り上げられ方が異なるとすればそれはそれ
らの支援者の数や力に比例することになるであろう。とすれば、愛護動物の虐
待及び遺棄などの防止に尽力した動物愛護団体の結集には特筆すべきものがあ
るといわざるを得ない。
４点目は、鳥獣保護法と愛管法における罰則の、制定スピードである。鳥獣
保護法は、1950年（昭和25年）改正時には、最も重い罰則として「１年以下
の懲役又は五万円以下の罰金」（21条）が科されることとなった。しかしその
後の改正においては、現在に至るまで「１年以下の懲役」の部分には変更はな
く、罰金の上限は徐々に引き上げられ、2002年（平成14年）改正時に「百万
円以下」（83条）まで引き上げられたにすぎない。他方、愛管法は、1999年（平
成11年）改正になって初めて懲役刑が科せられることとなり、「１年以下の懲
役又は百万円以下の罰金」（27条１項）が規定されている。その後速やかに厳
罰化がなされ、2012年（平成24年）改正では、「２年以下の懲役又は二百万円
以下の罰金」（44条１項）となっている。以上のように、鳥獣保護法における
罰則規定は、早期に罰則が確立されたがその後は変化がなく、愛管法における
罰則規定は「動物愛護」の高まりとともに飛躍的に伸びており、鳥獣保護法が
その目的の一つとしている野生生物保全をはるかに凌駕していることがうかが
51 愛管法35条から37条を参照のこと。
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える。ここにもやはり、社会の関心とそれを喚起するための効果的な運動の重
要性が確認できる。
５点目は、野生生物の保護管理に関する違反行為に対する罰則も徐々に厳罰
化されているが、愛護動物の虐待及び遺棄等に対する罰則ほど重くはない。つ
まり、同じ種であっても、飼養者等がいる場合とそうでない場合とでは、刑罰
が異なるのである。その違いは３点目に指摘したとおり、無主物であること並
びに社会からの関心の低さに比例しているといえる。すなわち、野生動物の一
個体が殺傷されたからといっても大きく騒ぐ人がいるわけでもなく、まして諸
外国からの外圧もなく、各種自然保護団体が、動物愛護団体ほど運動を展開し
たわけではないからである。また、誰のものでもない無主物であることから、
だれも真に責任ある管理ができていないということを示すものであるともいえ
る。例として、東日本大震災にて福島の野生動物が放射能に汚染されていると
いう報道がなされている52。「原子力損害の判定等に関する中間指針53」が出さ
れており、野生生物の捕獲者への補償は明示されている54が、野生生物そのも
のの除染については未だ着手されておらず、いわゆる自然の損害賠償の議論も
尽くされていない点が挙げられる。
加えて、ともすれば「野生動物」という概念には、人間と自然を切り離す動
物観が潜んでいるという指摘もある55。よって、３点目で愛護動物の価値評価
52 一例として飯舘村放射能エコロジー研究会「原発災害と生物・人・地域社会　わかってき
たこととこれからの課題」における羽山伸一（日本獣医生命科学大学獣医学部）「福島県
に生息する野生ニホンザルにおける放射性セシウムの被ばく状況について」（2013/03/30）
がある。
53 原子力損害賠償紛争審査会事務局「原子力損害の判定等に関する中間指針」（2011年（平
成23年）８月）及び、「東京電力株式会社福島第一、第二原子力発電所事故による原子力
損害の範囲の判定等に関する中間指針追補（自主的避難等に係る損害について）」（2011
年（平成23年）12月）。
54 中間指針については、高橋滋・大塚直『震災・原発事故と環境法』(2013) 民事法研究会
にまとめられており、80頁からの「農林漁業・食品産業」に、狩猟者に該当する若干の記
述がある。加えて、「東京電力株式会社福島第一、第二原子力発電所事故による原子力若
干の損害の範囲の判定等に関する中間指針追補（自主的避難等に係る損害について）（2011
年12月）」も出されている。しかしながら、「政府等による農林水産物等の出荷制限指示
等に係る損害」及び「風評被害（農林漁業・食品産業）」の項目を確認しても、狩猟の対
象としての野生動物には十分な賠償が支払われているとは考えづらい現状がある。
55 瀬戸口明久（2013）「「野生」をめぐる動物観」, 石田･濱野・花園・瀬戸口（2013）『日本
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とそれを大事にせねばならないという社会的合意が確立してきたこととは反比
例して、野生動物はまだなおその関心の高まりも、それを適正に保全すること
が社会的利益であるという合意形成もされていないことが、相対的な罰則の軽
さに現れていると考える。
６点目として、ここであえて愛管法と鳥獣保護法の相違点を加筆するとすれ
ば、愛管法は、ショートレンジ（短期スパン）の人間心理に対する対処法であっ
た。人間の精神衛生上のダメージに対しての規制法であったともいえる。それ
に対して、鳥獣保護法は、きわめてロングレンジ（長期スパンないしは未来志
向的）の、人間の目の前の欲求ではなくきわめて見えづらい生態系や生物多様
性というものからの恩恵を保全していくための法律である。ここに、その対象
もしくは一員である「愛護動物」「野生動物」への罰則の軽重の違いが表れて
いるとも言える。こうした普遍的な保護法益はどうあるべきかという点につい
ては、今後はより一層の議論の深まりが求められ、それによる社会的合意が形
成されねばならないといえる。
５．社会の中での野生動物の法的位置付け
　　―動物愛護の個別特殊性に対しての、生物多様性の普遍性
以上のように、一般的な野生生物保全に関する違反は、希少種保全に関する
違反や、所有者等が存在するいわゆる愛護動物の保護及び虐待に関する罪と比
較すると、罰則が軽いことがわかる。はじめに、その是非について検討したい。
鳥獣保護法の2002年（平成14年）改正では、目的規定に「生物多様性の確保」
が加わり、対象となる野生動物の範囲も拡大した。同時にいくばくかの厳罰化
がなされた。当該改正時の厳罰化のすべてがこの「生物多様性の確保」という
目的規定変更分の厳罰化とはいえないであろう。併せて、目的の質が変容した
から、すなわち鳥獣保護法が進化したため、その進化した目的の達成のために
は厳罰化せざるを得なかったというようなことも、一概には言えないであろ
う。しかしながら、（あくまでも鳥獣関係統計等を踏まえて、摘発される）違
の動物観』東京大学出版会所収。
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反者が増えているわけでもないのに厳罰化がされているのであれば、それはや
はり野生動物の社会における価値づけが高まってきたからであるということも
一つの理由と言えると考える。
しかしながら、個々の動物の「いのち」の重みとして考えると、当該種の各
個体が、「愛護動物」か「野生動物」かによって、各個体を傷つけた場合等に
対しての罰則が異なるのであれば、それは不均衡ともいえる。では、鳥獣保護
法の罰則規定も、愛管法並みに厳罰化すればよいのであろうか。確かに、「無
主物」＝「みんなのもの」であり、みんなの財産を盗んだのだからと考え、財
産罪を適用する方法や、個々の動物の「いのち」の平等性に鑑み56、愛管法並
みに厳罰化する方法もありえるであろう。
しかしながら筆者は、本問題は、鳥獣保護法の厳罰化や、それに呼応させる
ための愛管法の軽罰化というものではないのではないと考える。そもそも保護
法益や法の性質が異なるからである。さらに、愛管法の罰則規定はあるものの、
厳密な適用は難しいからでもある。例えば、本稿３．３で指摘したように、飼
養者等が、経済的理由により飼養が困難となった場合、または飼養する意思を
喪失した場合にそれまで飼っていた動物を殺害することが許されるかという問
題については、議論の余地及び法整備の必要性があり、サンクションを伴う罰
則を科せるかという点では一概に断じ得ないものが残る。とすれば多くの場合
には、他者所有の愛護動物を奪って殺傷もしくは虐待、遺棄した場合が処罰の
対象となり得るといえるのであり、観念的競合や併合罪として他の個人の財物
への財産的侵害が生じてこその刑罰適用なのである。よってこうした場合に、
「いのち」ある物を窃盗しもしくは損壊させた罪として実際に罰則が適用され
るように、「動物愛護」の視点を加味した社会的に妥当な結論が導き出せるよ
うに設計されていると筆者は現行法をみている。
さらに、これは鳥獣保護法にも同様のことが言える。例として、都道府県知
事の許可なく、ベランダに巣を作ったドバトを追い立てその抱卵を損傷する行
56 個々の動物の権利に基づく動物福祉向上の要求と、環境全体の保全に資するために個々
の動物を集約して全体論的に捉えて保護法益を設定することについては、拙稿（2013）
前掲11）103-128頁を参照のこと。
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為をしたとしても、「１年以下の懲役または百万円以下の罰金」（83条）適用の
可罰性があるとは認めづらいであろう。加えて、鳥獣保護法によれば、野生動
物の違法な捕獲は罰則対象であるが、野生動物は無主物であり、特定の自然人
の財産というわけでもないため、なおさら敢えて罪に問うというインセンティ
ブが働かないともいえる。また、筆者の数多くはない狩猟者へのヒアリングに
よれば、警察も鳥獣保護法83条等の違反により狩猟者をむやみには取り締まら
ない現状があるようである。
とすれば、もしも「生物多様性の確保」が主たる保護法益であるとした場合
には、同様に、野生動物の違法捕獲を罰する法規等を厳罰化したとしても、そ
れが大規模に行われ生態系もしくは生物多様性に明らかな影響が出る場合でな
ければ、サンクションを伴う罰則を科しえないのではないかという実効性の問
題が残るのである。そもそも、目の前の日々の糧である農作物を食い荒らす害
獣を一般市民が駆除することまでが、権力の究極の形であるといえる刑罰の適
用によって、とがめられてはならないとも考えるからである。なお、厳罰化す
れば野生動物の保全がなされるのかという論点には、坂元雅行が、絶滅危惧種
に関してではあるが、絶滅種の保存法の法定刑の長期化をもって、裁判実刑が
有意な厳格化に向かう保証はないことを指摘しているとおりでもある57。
では、野生生物保全行政における生物多様性推進の社会的合意を図るため
に、我々はどうあるべきであろうか。ここではそもそも、愛管法が概して個人
的法益を目的としている法であるのに対して、鳥獣保護法が「生物多様性の確
保」という普遍的かつロングレンジ（長期スパンないしは未来志向的）の保護
法益をめざした法であることが注目されねばならない。とはいえ、ロングレン
ジと言いつつも、希少種として保護すべき種の増加、それらを取り巻く状況が、
極めて厳罰化せねばならないほどに厳しくなってきており、加えて農産物への
獣害被害や人の居住空間にクマなどが出現する事例は増加しており、もはや十
分な議論の時間があるとはいえず、喫緊の課題として対処されねばならないの
57 坂元雅行（2012）「絶滅危惧種の違法取引に対する法執行」新世代法政策学研究第14巻，
137-171頁、及び坂元雅行（2013）「事件を通してみる希少種保存法法制の問題点と対策」
論究ジュリスト第７巻，55-56頁。
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が現状でもある。
そこで、まずは我々が野生動物と人間社会とのありように、より関心を払う
ようにせねばならないということが言える。というのも、愛管法の罰則規定が
飛躍的に重罰化され、鳥獣保護法における罰則規定を凌駕した経緯は、外圧及
び国内の関心を集めたこと、さらにはそれらをもとにしての議論が高まったこ
とが要因であった。とすれば、まずは、野生動物への関心を集め、人間社会と
のかかわりについてより議論を深める機会を持つ必要があるといえる。という
のも、自然保護法の進化のための次なる課題として問われることは、野生生物
保全管理に係る現場の資源（人・技術や知見・予算等）不足の解消と、市民の
コンセンサスに基づいた協力体制、特に獣害被害者等による地域のモニタリン
グ体制の構築であった58。さらに、本稿４において、罰則規定の概観から野生
動物の法的価値を検討したときにも、市民の関心の薄さが野生生物の法的価値
にも投影されていることが確認された。このように、ともすると、野生生物保
全は科学的知見を持つ専門家若しくは行政担当者、そしてそれを担う狩猟者だ
けのものとなってしまいがちである。しかしながら、「生物多様性の確保」が
目的に掲げられているということは、地域の価値ある生物多様性というものを
皆で守るために、各地でいかに生物多様性地域戦略のような形で規範化し、政
策展開していくかが問われているということでもある。よって、その実現に向
けての地域デザインのあり方を話し合う必要が出てきているといえる。
かつて、野生動物は、肉や毛皮を確保する農林水産業上の有益鳥獣という対
象であり、無主物であるがゆえに皆の財産であるという位置づけであった。そ
こに、「生物多様性の確保」という目的が加わることで、生態系の重要な構成
員であると位置づけることを可能にし、罰則を伴っての保全が図られることと
なった。希少種の生命とそうでない種の生命が同等ではないような罰則規定で
はあるが、それは法目的が「生物多様性の確保」という全体論からくるもので
あるからであると説明されうる。よって、個々の動物を生態系の重要な一員と
して認めつつも、その生態系全体を保全していくことが法の目的でもあるので
58 拙稿（2013）　前掲６）17頁。
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あるから、我々は、生態系における野生動物の位置づけ、さらには野生動物と
人間社会とのかかわり、ひいては動物のとらえ方は多様であるため人間と人間
との関わりについても議論を重ね、検討していかねばならないと考える59。
本研究は、文部科学省科学研究費　基盤研究（C）「野生動物保護管理の推
進に必要な狩猟者の法的位置づけ及び権利関係等に関する研究」（平成23－25
年度,研究課題番号23530124：研究代表　高橋満彦准教授・富山大学）、並び
に基盤研究（C）「所有権の内在的制約を自然資源管理の観点から考える―重
層性と協働性に着目して」（平成25－27年度,研究課題番号：25380142：研究
代表　神山智美）の研究成果の一部である。
59 折しも、中央環境審議会・自然環境部会・鳥獣保護管理のあり方検討小委員会にて鳥獣
保護管理の議論がなされ、平成26年１月には、「鳥獣の保護及び狩猟の適正化につき講ず
べき措置について」という答申も出されている。このように現在進行中である鳥獣保護
法の改正に向けての手続と議論にも注目していく必要がある。

